別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：園芸特産物対策費
	事業名: 　飛騨・美濃伝統野菜生産消費推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　農政部　農産園芸課　野菜・果樹特産係　電話番号：058-272-1111（内2865）

　　　　　　E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：   99千円（前年度予算額：     161千円）
	要求内容


	１　要求の内容


県内で古くから栽培されている特色ある野菜や果樹について、平成14年度以降「飛騨・美濃伝統野菜」として27品目を認証してきました。
消費者からの注目度は高く、一部量販店等からは、地域特産物の一つとして個性ある認証品目を求める声が高まっています。需要拡大により生産意欲向上、生産拡大を図るため、消費ＰＲ活動を継続していくとともに、生産、消費拡大に向けた情報収集、関係者間の意向調査に取り組んでいきます。
	２　所要経費


（1） 「飛騨・美濃伝統野菜」認証２７品目のＰＲ


94千円
（2） 生産、消費拡大に向けた情報収集、関係者間の意向調査
 5千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	161
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	161

	要求額
	99
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	99

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果9


（事業目標）

	○「飛騨・美濃伝統野菜」の需要拡大を産地の生産拡大につなげられるよう、生産消費連携を推進していきます。
○「飛騨・美濃伝統野菜」の認知度向上のための消費宣伝・情報提供を進めていきます。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H　）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	伝統野菜の掘り起こしはほぼ終了しており、今後新たに認証する品目の見込みは低く（平成24年度時点で27品目を認定）、また各品目それぞれの生産規模が零細であり、品目ごとに抱える課題がさまざまであることから、数値目標を設定することが困難です。


（平成24年度の取組）

	○認証品目のＰＲ
イベントやHP、各種メディアなどを利用した認証品目や生産者の紹介
・岐阜市生涯学習センター・(公財)岐阜市教育文化振興事業団が主催する「ふるさと発見講座」において「飛騨・美濃伝統野菜」を取り上げていただき、県として後援しました。（開催日9/5・26、のべ91名参加）



（平成24年度の成果）

	○今後の取組み方策の検討の必要性
品目ごとに抱える課題がさまざまであり、画一的に取り組むことは困難です。生産、消費拡大に向け各品目ごとで調査、検討に取り組んでいきます。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	消費者からの注目度は高く、一部量販店等からは地域特産物の一つとして個性ある認証品目を求める声が高まっています。

需要拡大により生産意欲向上、生産拡大を図っていくため、消費ＰＲ活動を継続する必要があります。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	消費者、メディア等からの問い合わせは年間通じてコンスタントにあることから、これまでのＰＲ活動の成果であるといえます。

また、今後も継続して情報提供を行っていく必要があります。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	新聞、地元情報誌等メディアへの情報提供・掲載や、市町村等が実施するイベント、講演などに情報提供するなど、費用をかけずに広範囲へのＰＲを実施しています。


（今後の課題）

	各関係機関が連携し、生産拡大に取り組んでいく必要があります。
これらの高単価が期待できる品種の導入・普及に取り組むことを契機に、産地の活性化につなげていきます。



（次年度の方向性）
	　平成１４年度から順次認証してきていることから、認証当時と状況が異なっている品目もあります。県として把握している情報の更新を図り、正確かつ適切な情報提供ができるよう努めていきます。


